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1 

 

１ 目的 

 福島県いわき地区の底びき網漁業は、大臣許可漁業の沖合底びき網（以下

「沖底」という）、知事許可漁業の小型底びき網（以下「小底」という）があ

り、それぞれの許可に基づいて福島県沖から茨城県沖にかけて操業し、カレイ

やヒラメ類等多種多様な魚介類を水揚げする福島県において最も重要な漁業の

一つである。当地区における底びき網船は、平成 23年３月に発生した東日本

大震災（以下「震災」という。）前は、沖底船が 11隻、小底船が 20隻あった

が、震災後、廃業等によって沖底船４隻、小底船１隻が減り、令和５年５月現

在、沖底船 7隻、小底船 19隻となっている。 

福島県の沿岸漁業（沖底を含む）は、東京電力株式会社福島第一原子力発電

所（以下「福島第一原発」という。）事故の影響により、震災直後から操業自

粛を余儀なくされた。当地区においては、安全が確認された魚種を対象に平成

25年 10月から試験操業が開始されたが、当初は、底びき網の操業可能な海域

が水深 120ｍ以深に限定されていたため、底びき網船の中でも比較的大型の船

のみが参加し、その後、水深 90ｍまで操業が可能となった平成 26年９月から

は、小型船も含めた全船で試験操業に取り組んできた。 

当地区の試験操業開始が相馬双葉地区から約１年後となったのは、福島第一

原発事故による放射能の影響が、原発よりも南の海域でより顕著であったこと

から、操業に不安を抱く漁業者が多く、試験操業開始時期の調整に時間がかか

ったことが理由である。このため、市場等の施設の復旧や試験操業の拡大も遅

れてきた経緯がある。このことに加え、当地区の底びき網船は、震災後、乗組

員の不足や漁船の老朽化により生産性が低下したことによって水揚量の回復が

鈍く、令和３年の底びき網の水揚量は、震災前（平成 22年）の約 24％に留ま

っている。水揚量が少ないことで、仲買業者等流通関係も含め、地域の水産業

の復興の遅れにも繋がっており、水揚量の拡大が急務となっている。 

このような状況の中、令和３年３月までに試験操業で一定の成果が得られた

ことから、いわき地区においても相馬双葉地区同様に、令和３年４月以降は通

常操業に移行し、試験操業で確認された課題を解決しつつ、本格操業に向けて

水揚げを拡大していく移行期間となっている。 

水揚量を拡大するためには、若い漁業者を核とした、地域が一体となった操

業体制を構築し、新船の建造が可能な経営体については、早期に建造し生産体

制の強化や安全性を向上させ、将来に向けて漁業の継続と拡大を実現してい

く。他の経営体については、安全性向上のための設備を導入するとともに、漁

協が中心となり地域全体で漁業担い手の確保や育成に取り組む。また、長期間

の操業自粛によって増加した資源を維持しつつ、効率的に利用するための新た

な資源管理・操業体制を構築する。併せて、行政、研究機関、産地市場や仲買

業者等と協議する場を設け、関係者が連携して計画的な水揚量の拡大と福島県

の水産物の美味しさ、安全性の PR等の情報発信を行い、販路の拡大に繋げ

る。 

 この取り組みによって、地域漁業の持続化を図りつつ、計画５年目には、水

揚量を震災前の 50％以上に回復させることにより、地元流通業者や観光業界も

含め、水産業を核として発展してきた地域全体の復興を加速化させる。 
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２ 地域の概要等 

（１）いわき地区の概要

いわき地区は福島県

南部に位置し、令和５年

現在、５つの漁業協同組

合があり、この内、沿岸

漁業（沖底含む）は、い

わき市漁業協同組合（以

下「いわき市漁協」とい

う）、小名浜機船底曳網

漁業協同組合（以下「小

名底漁協」という）に所

属する漁業者によって

営まれている。また、相

馬双葉地区の相馬双葉

漁業協同組合に所属す

る小底船 1 隻がいわき

地区を水揚げの拠点と

している。 

平成 22 年 12 月末のいわき市漁協所属の組合員は 456 名、小名底漁協の組合

員は 55名であった。いわき地区の沿岸漁業は、沖底を含めた底びき網漁業やシ

ラス等を対象とした機船船びき網漁業、ヒラメ・カレイ類等を対象とした固定式

さし網漁業、潜水漁業によるアワビ、ウニ漁等が盛んに行われ、平成 22年の水

揚げは 6,086トン、2,076百万円であった（図１）。

震災により、いわき地区の沿岸漁船の内 184隻が全損、もしくは一部損壊し、

産地市場をはじめ、水産関係施設のほとんどが大きな被害を受けた。これら被害

を受けた漁船や施設等は復旧が進み、震災直後は、小名浜魚市場一カ所のみ使用

できたが、現在は４カ所で水揚物の販売が可能となっており、ほぼ震災前の状況

に戻っている。 

令和４年 12月末の組合員数は、いわき市漁協 290名（平成 22年比 166名減）、

小名底漁協 51名（対平成 22年４名減）と組合員の減少が顕著である。 

いわき地区の試験操業は、平成

25 年から底びき網により開始さ

れ、操業海域の拡大や対象魚種の

拡大等により年々水揚げを拡大

してきたが、令和３年の水揚量は

1,103 トンと平成 22 年の 6,086

トンの約 18％となっている。こ

のうち、底びき網については震災

前の約 24％となっている。

いわき地区に水揚げされた海

産魚介類は、各産地市場において

図1　　いわき地区沿岸漁業における漁法別水揚げ割合
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販売され、仲買業者によって市内の中央市場、首都圏等の中央市場に出荷される。

また、一部は市内の小売店が産地市場で購入し店舗にて販売される。いわき沖で

漁獲される魚介類は「常磐もの」として高評価され、首都圏に近いこともあって、

築地等において高値で取引されていた。また、首都圏からの観光客も多く、水産

物は観光の面でも重要な役割を果たしていたが、平成 23年に発生した原発事故

以降は、福島県産の海産魚介類に対する不安から、仲買業者は、販路の確保に苦

慮し、試験操業を開始した当初は県内のみの出荷しかできなかった。その後、

様々な風評払拭の取り組みを重ね、徐々に出荷先を拡大し、現在は、ほぼ、震災

前と同様の販路を確保している。このような中、第一原発から ALPS処理水が海

洋放出されれば、福島県産の海産魚介類に対する風評が懸念される。 

（２）いわき地区（底びき網）における試験操業の概要

試験操業とは、安全が確認された魚種を対象に海域や水揚日などを限定して、

漁獲から流通までを県漁連を中心とした関係機関の管理のもとで行うもので、

福島県産の海産魚介類を流通させながら、消費地でどのように評価されるかを

調査するとともに、安全性の PRを行うことを目的とした。また、福島県への水

揚量を拡大することで、本格操業に向けた生産体制を再構築することに繋がり、

水産業の復興を進めるために重要な役割を担ってきた。 

試験操業は、漁法毎に定めた試験操業計画を基に漁獲から水揚げ、流通販売ま

でを県漁連、各漁協が管理して行ってきた。計画決定までのプロセスは、最初に

地区の漁法毎の操業委員会や部会において、対象種や操業のルールが検討され

た後、相馬双葉地区、いわき地区それぞれの地区試験操業検討委員会で合意形成

が行われる。その後、国、県、漁業関係団体、仲買業者代表、大学や研究機関の

専門家、大手量販店など、各分野の専門家を委員とした「福島県地域漁業復興協

議会」において、対象種の安全性等について判断される。これによって生産者だ

けでなく、第 3者を交えた客観的な判断を行う形としている。最終的には、専門

家の意見を踏まえ、福島県の漁業団体の最上位の判断の場である県下組合長会

議において実施を決定された。 

試験操業は、平成 24年６月に浜通り中北部の相馬双葉漁業協同組合が開始し

たが、いわき地区においては、平成 25年 10月から底びき網により開始された。

当初は、比較的原発事故の影響を受けなかった沖合性の魚介類を水揚対象とし、

操業海域を水深 120ｍ以深に限定していたことから、沖底船と小底船の中でも大

型の船に限定しての操業となった。底びき網全船が試験操業に参加したのは、操

業海域が水深 90ｍまで拡大した平成 26年９月からであった。その後も水揚対象

種の拡大とともに操業海域を拡大し、平成 29年２月には水深 75ｍ、同年９月か

らは 50mまで拡大し、福島県沖については、第一原発の半径 10kmを除いて、漁

業許可に基づいた範囲で操業が可能となった。 

試験操業は、安全を確認しながら一歩ずつ対象種、漁場、漁法の拡大を行い、

福島県産の海産魚介類が消費地でどのように評価されるかを調査するとともに、

安全性の PRを行ってきた。あわせて、放射能の検査体制や生産・流通体制を構

築してきた。 
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これらの取り組みによって、 

 漁船、漁港、市場等の生産・流通体制については一定程度復旧した。

 震災前に行っていたほぼ全ての漁法が操業可能となった。

 福島県沖の漁場については、一部の自粛海域を除き震災前と同様の海域が

利用可能となった。

 放射性物質の検査体制が構築され、福島県産の海産魚介類の安全性が確保

されている。また、令和３年３月、放射性物質はほぼ検出されなくなった。

 震災前と同様の都道府県に出荷できるようになり、一定の評価を得た。

以上のように試験操業の目的が達成されたことから、令和３年３月末で試操

業を終了した。現在は、本格操業への移行期間と位置づけ、試験操業で確認され

た課題を整理するとともに、その解決に向けたロードマップを作成し、地区毎、

漁業種類毎に出来るところから課題解決に取り組んでいる。がんばる漁業にお

いては、ロードマップと復興計画とを一体的に進めることで、本格操業へ向けた

復興を加速させる。 

（３）底びき網漁業の概要

① 操業状況

いわき地区を拠点としている

底びき網船が所属しているのは、

いわき市漁業協同組合と小名浜

機船底曳網漁業協同組合である。

また、相馬双葉漁業協同組合所属

の小底船 1 隻がいわき地区を拠

点としている。 

震災前は、いわき地区全体

で、沖底 11隻、小底 20隻が操

業していたが、震災による被害

やその後の廃業等によって、令

和５年４月現在は、沖底 7隻、

小底 19隻、計 26隻が操業している。 

操業期間は９月～６月（７月～８月は禁漁期）で、震災前は、それぞれの大

臣許可、知事許可に基づいて、福島県沖に加えて茨城県沖で許可により福島県

及び茨城県沖で操業を行っていたが、震災後から令和３年３月までは、隣県に

対して福島県沖での操業自粛について協力要請をしていたことから、本県船も

他県沖で操業を自粛してきた。他県沖での操業には隣県との協議が必要なこと

から、現在も本県沖のみでの操業となっている。 

操業水深は主に水深 100ｍ前後から浅い海域を対象としている。ただし、漁

獲対象種によっては水深 500ｍ前後まで操業を行う場合もある。ヒラメ・カレ

イ類、ヤナギダコ等のタコ類、マダラ等の水揚量が多い。

図３ 底びき網漁業の配置 
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② 生産体制

本計画には沖底５隻、小底 18隻、計 23隻（総トン数 6.6～47.75トン）が参

画している。参加船の内半数以上（12隻）は、船頭が 60歳以下もしくは漁業後

継者がいる。各船の乗組員数は、震災前は、沖底船では船頭を入れて３名～５名、

小底船では２～３名体制で主に家族労働で営んでいた。震災後は乗組員の確保

が難しく、沖底の一部を除いて、２～３名の操業となっており、乗組員の確保が

大きな課題となっている。参加船の 39％が船齢 41年以上となっており、安全性

の低下、機器トラブルの頻発による操業コストの増加、就労環境の悪化が課題と

なっている。 

震災前は、１週間当たり３日～４日程度水揚げがあった。操業形態は、船の

大きさや水揚げする産地市場の開場時間に合わせて概ね３パターンに分かれて

いた。午前１時頃出港し、一昼夜操業して翌日の朝に販売するパターン。午前

１時頃出港し、夕方まで操業して翌日に販売するパターン。早朝に出港し、昼

頃まで操業して当日の午後に販売するパターンである。震災後は、午前 1時か

ら早朝に出港し、当日の午前中に販売する操業となっており、震災前は２、３

回/１航海～最大で 12回/１航海曳網していたものが、震災後は１～２回/１航

海となっている。これには各産地市場の開場時間の変化や仲買業者の出荷時間

等の制約もあることから、これら関係者と協議しつつ、水揚量を拡大するため

の生産・流通体制を再構築する必要がある。 
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３ 計画内容 

（１）参加者名簿

① 福島県地域漁業復興プロジェクト協議会
所属機関名 役職 氏名 備考 

福島県漁業協同組合連合会 

(小名浜機船底曳網漁業協同組合） 

中之作漁業協同組合 

江名漁業協同組合 

いわき市漁業協同組合 

いわき地区通常操業協議会 

相馬双葉漁業協同組合 

相双地区拡大操業委員会 

福島県漁連災害復興 PT 

代表理事会長 

(代表理事組合長） 

代表理事組合長 

代表理事組合長 

代表理事組合長 

委員長 

代表理事組合長 

委員長 

チームリーダー

野 﨑 哲 

（野﨑 哲） 

吉 田 喜 

加澤喜一郎 

矢 吹 正 美 

鈴木二三男 

今 野 智 光 

高 橋 範 雄 

齋 藤  健 

協議会長 

福島県水産加工業連合会 会長 小 野 利 仁 

福島県農林水産部水産課 

福島県水産事務所 

福島県水産海洋研究センター 

福島県水産資源研究所 

課長 

所長 

所長 

所長 

平 田 豊 彦 

佐 久 間 徹 

山廼邉昭文 

後 藤 勝 彌 

副会長 

役職指定 

役職指定 

役職指定 

農林中央金庫福島支店 

(信用漁業協同組合連合会) 

支店長 

(代表理事会長) 

加 藤 弘 節 

（今野智光） 

役職指定 

福島県生活協同組合連合会 

イオンリテール株式会社

代表理事会長 

生鮮魚ＭＤ 

佐 藤 一 夫 

宮 田 裕 史 

東京大学 

福島大学 

福島大学 

福島大学 

北海学園大学 

教授 

教授 

教授 

准教授 

教授 

八 木 信 行 

小 山 良 太 

和 田 敏 裕 

林  薫 平 

濱 田 武 士 

（オブザーバー）

福島県漁業協同組合連合会 災害復興担当理事 柳 内 孝 之 

② いわき地区底びき網部会
所属機関名 職 名 氏名 備考 

福島県水産事務所 

福島県水産海洋研究センター 

福島県水産資源研究所 

いわき市農林水産部水産振興課 

次長兼漁業振興課長 

副所長兼海洋漁業部長 

副所長兼種苗研究部長 

参事兼課長 

早 乙 女 忠 弘

根 本 芳 春 

神 山 享 一 

松 田 浩 一 

全国底曳網漁業連合会 

福島県底曳網漁業連合会 

事務局長 

会長 

郡 司 理 

高 橋 通 

福島県漁業協同組合連合会 

福島県信用漁業協同組合連合会 

専務理事 

専務理事 

鈴 木 哲 二 

鈴 木 敏 男 

有限会社 及川造船所 代表取締役 及 川 和 英 

有限会社いちい水産 

株式会社かねいし商店 

取締役  木 村 元 信 

山 野 辺 正 哉 

いわき市漁業協同組合 

〃 

〃 

代表理事組合長 

小型底びき網代表 
勿来地区小型底びき網代表 

矢 吹 正 美 

鈴 木 二三男 

渡 邉   正 

部会長 

副部会長 

副部会長 
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（２）復興のコンセプト

新船や中古船、機器の導入により、生産性や安全性、作業性を向上させるとと

もに、漁協を中心とした地域全体で漁業担い手の確保・育成に取り組む、また、

参加者が一体となった操業体制を構築し、県の研究機関と連携した科学的デー

タに基づき関係地区との連携を強化し、増加した水産資源の持続的利用を図る。

さらに、行政や仲買業者等と連携した情報発信や販路拡大に取り組む。これによ

り、５年後の水揚量を震災前の 50％以上に回復させ、水産業の復興を確実なも

のにするとともに、将来にわたり、水産業を核とした地域産業の持続化を図り、

更に相馬沖底船の取組と連携して福島県全体の水産業復興を加速させる。

＜操業・生産に関する事項＞ 

○ 生産基盤の安定的な確保

・新船・中古船の導入、既存船への安全性向上の設備を導入

新船１隻、中古船３隻を導入する。救命筏を設置、AIS（船舶自動識別装置）

を導入、AEDを設置する。

・漁業担い手の確保・育成

漁協が中心となり、乗組員確保のための募集広告、セミナー、トライアル研

修等を実施する。

○ 研究機関と連携した資源管理

・参加船が一体となった操業体制を構築、行政や研究機関、漁協、流通業者と

連携した計画的な水揚拡大

水揚拡大協議会の設置、水揚拡大計画の策定、進行管理を行う。

・ICTの導入による資源管理の高度化

代表船へ ICTの試験的導入と講習会を通じて地域全体へ拡充する。

・保護区、サイズ規制等による資源管理

＜流通・販売に関する事項＞ 

○ 行政、流通業者等と連携した情報発信、販路拡大

・流通業者と連携して需要に応じた水揚形態の検討

船上箱詰め等による高鮮度化で差別化を図る。

関係団体を通じて、相馬地区沖底の取組と連携する。

・イベントや SNS、メディア等を活用した安全安心、美味しさ等の情報発信

市場祭り等開催、YouTube、各種メディア等を通じて情報発信する。

7
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（
３
）
復
興
の
取
組
内
容

大
事
項
 

中
事
項
 

震
災
前
か
ら
現
在
ま
で
の
状
況
と
課
題
 

取
組
記
号
・
取
組
内
容
 

見
込
ま
れ
る
効
果
（
数
値
）
 

効
果
の

根
拠
 

操
業
・
生

産
に
関
す

る
事
項
 

生
産
基
盤
の

安
定
的
な
確

保
（
新
船
・

中
古
船
導
入

及
び
安
全
性

の
向
上
）
 


新
船
建
造
を
希
望
す
る
船
も
あ
る

が
、
船
価
の
高
騰
や
造
船
所
の
空
き

が
な
い
こ
と
か
ら
新
船
建
造
が
進
ん

で
い
な
い
。


今
回
、
参
加
船
の
内
１
隻
に
つ
い
て

新
船
建
造
が
可
能
と
な
っ
た
。
本
船

は
若
い
漁
業
後
継
者
が
お
り
、
魅
力

あ
る
漁
業
と
す
る
た
め
、
安
全
性
や

生
産
性
、
居
住
性
の
向
上
が
望
ま
れ

て
い
る
。


既
存
船
に
つ
い
て
は
、
乗
組
員
不
足

に
よ
る
安
全
性
の
低
下
や
高
齢
者
も

居
る
こ
と
か
ら
、
安
全
性
向
上
の
た

め
の
設
備
導
入
が
急
務
と
な
っ
て
い

る
。

A 
（
新
船
）
 


新
船
１
隻
を
建
造
す
る
。


新
船
導
入
に
よ
り
修
繕
費
を
削
減
す

る
。


AI
S
、
エ
ア
コ
ン
、
監
視
モ
ニ
タ
ー
、

テ
レ
ビ
、
ト
イ
レ
を
設
置
す
る
。


冷
海
水
装
置
を
導
入
す
る
。

(中
古
船
導
入
）
 

・
第
三
仁
洋
丸

12
.6

ト
ン
は
他
県
の

沖
底
船

15
ト
ン
の
中
古
船
を
導
入

し
、
小
底
か
ら
沖
底
に
変
更
す
る
。

・
第
五
興
洋
丸

19
ト
ン
は
令
和
６
年

９
月
に
沖
底
船
か
ら
（
第

12
明
丸

の
新
船
建
造

9.
7
ト
ン
に
よ
り
）
小

底
中
古
船

6.
6
ト
ン
に
変
更
す
る
。

・
太
登
丸

8.
5
ト
ン
は
令
和
７
年
９
月

に
他
県
の
小
底
中
古
船

8
.
5
ト
ン
を

導
入
す
る
。

(共
通
）
 


救
命
筏
、

AI
S（

船
舶
自
動
識
別
装

置
）、

AE
D
を
設
置
す
る
。


機
器
等
の
使
用
や
安
全
操
業
に
つ
い

て
、
定
期
的
に
講
習
会
を
開
催
す

る
。

（
新
船
）

 


船
齢
が
引
き
下
げ
ら
れ
る
。

3
4年

（
令
和
４
年
）
→
 
 

4
年
（
令
和
10
年
）
 


修
繕
費
の
削
減

1
,1
67
千
円
（
令
和
３
年
）
→

6
00
千
円
 


安
全
性
、
作
業
性
が
向
上

す
る
。
ま
た
、
就
労
環
境
が

改
善
さ
れ
る
。


鮮
度
が
保
持
さ
れ
る
。

(
共
通
）
 


安
全
操
業
が
可
能
と
な
る
。


就
労
環
境
の
改
善
に
よ
り
、

乗
組
員
の
確
保
に
繋
が
る
。

資
料
①
-

１
～
３
 

資
料
②
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大
事
項
 

中
事
項
 

震
災
前
か
ら
現
在
ま
で
の
状
況
と
課
題
 

取
組
記
号
・
取
組
内
容
 

見
込
ま
れ
る
効
果
（
数
値
）
 

効
果
の

根
拠
 

操
業
・
生

産
に
関
す

る
事
項
 

（
漁
業
担
い

手
の
確
保
・

育
成
）
 


震
災
後
は
、
乗
組
員
が
減
少
し
、
生

産
性
が
低
下
し
て
い
る
。


慢
性
的
に
後
継
者
が
不
足
し
て
い

る
。


個
別
に
乗
組
員
の
募
集
を
し
て
い
る

船
も
あ
る
が
確
保
に
苦
慮
し
て
い

る
。
地
域
全
体
で
漁
業
担
い
手
の
確

保
・
育
成
に
取
り
組
む
必
要
が
あ

る
。

B 

 
漁
協
が
中
心
と
な
り
、
関
係
機
関
と

連
携
し
て
い
わ
き
地
区
全
体
で
漁
業

担
い
手
の
確
保
・
育
成
に
取
り
組

む
。
 

➢
 人
材
確
保
の
た
め
の

PR
サ
イ
ト
を

開
設

➢
 ポ
ス
タ
ー
、
パ
ン
フ
レ
ッ
ト
、
動
画

等
を
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
、
高
校
等
へ
掲

示
、
配
布

➢
 定
期
的
に
就
業
者
相
談
会
、
説
明
会

を
開
催

➢
 漁
業
就
業
希
望
者
に
対
し
て
ト
ラ
イ

ア
ル
研
修
を
実
施

➢
 全
国
漁
業
就
業
者
確
保
育
成
セ
ン
タ

ー
と
連
携
し
、
県
外
か
ら
就
業
者
を

募
集


乗
組
員
の
確
保
に
繋
が
る
。


地
域
水
産
業
の
安
定
に
繋
が

る
。

資
料
③
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大
事
項
 

中
事
項
 

震
災
前
か
ら
現
在
ま
で
の
状
況
と
課
題
 

取
組
記
号
・
取
組
内
容
 

見
込
ま
れ
る
効
果
（
数
値
）
 

効
果
の

根
拠
 

操
業
・

生
産
に

関
す
る

事
項
 

研
究
機
関
、

流
通
業
者
と

連
携
し
た
資

源
管
理
（
水

揚
拡
大
協
議

会
、
生
産
量

回
復
計
画
の

目
標
と
管

理
）
 


各
船
が
船
主
・
船
頭
の
判
断
に
よ

り
、
操
業
海
域
、
曳
網
回
数
等
を
決

め
て
い
る
。


震
災
後
、
長
期
の
操
業
自
粛
に
よ
っ

て
、
多
く
の
魚
種
で
資
源
が
増
加
し

て
お
り
、
い
わ
き
沖
は
比
較
的
高
位

で
推
移
し
て
い
る
。


将
来
に
わ
た
り
、
現
在
の
資
源
水
準

を
維
持
し
な
が
ら
、
水
揚
量
を
増
加

さ
せ
る
に
は
科
学
的
デ
ー
タ
に
基
づ

い
た
操
業
と
そ
の
管
理
体
制
の
構
築

が
必
要
で
あ
る
。

C 
（
共
通
）
 


水
揚
拡
大
協
議
会
を
設
置
す
る
。


同
協
議
会
に
お
い
て
、
生
産
量
回
復
目

標
を
設
定
し
、
目
標
達
成
の
た
め
の
操

業
計
画
を
策
定
す
る
。


毎
月
の
拡
大
協
議
会
で
、
県
の
水
揚

状
況
報
告
や
資
源
解
析
結
果
を
基
に

生
産
量
回
復
計
画
の
進
行
管
理
を
行

う
。


水
揚
拡
大
に
向
け
た
操
業

体
制
が
構
築
さ
れ
、
生
産

回
復
目
標
で
あ
る
震
災
前

比
の

50
％
以
上
達
成
が
堅

実
な
も
の
と
な
り
、
流
通

拡
大
に
繋
が
る
。

資
料
④
 

資
料
⑤
 

（
IC
T
の
導

入
に
よ
る
資

源
管
理
の
高

度
化
）
 


震
災
前
は
代
表
船
が
、
震
災
後
は
全

船
が
操
業
日
誌
を
記
録
し
、
県
の
研

究
機
関
が
と
り
ま
と
め
て
、
年
単
位

で
資
源
状
況
等
の
情
報
提
供
を
受
け

て
い
た
。


漁
場
の
利
用
や
資
源
状
況
に
応
じ
た

操
業
を
よ
り
効
果
的
に
行
う
た
め
に

は
、
IC
T
を
活
用
し
た
迅
速
な
デ
ー

タ
集
積
と
解
析
が
必
要
で
あ
る
。


よ
り
効
率
的
に
操
業
を
行
う
た
め
に

は
、
漁
獲
情
報
や
海
況
情
報
な
ど
、

科
学
的
デ
ー
タ
に
基
づ
い
た
操
業
が

必
要
で
あ
る
。

D 
（
共
通
）
 


代
表
船
に
タ
ブ
レ
ッ
ト
機
器
を
導
入

し
、
デ
ジ
タ
ル
操
業
日
誌
に
操
業
等
情

報
を
入
力
、
研
究
機
関
に
提
供
す
る
。


研
究
機
関
で
、
数
か
月
単
位
で
資
源
等

の
デ
ー
タ
を
と
り
ま
と
め
、
水
揚
拡
大

協
議
会
で
情
報
提
供
を
受
け
る
。


水
揚
拡
大
協
議
会
に
お
い
て
科
学
的
デ

ー
タ
を
基
に
操
業
計
画
を
策
定
す
る
。


タ
ブ
レ
ッ
ト
等
を
活
用
し
、
調
査
船
調

査
結
果
等
を
参
考
に
漁
場
を
選
定
す

る
。


漁
業
の
デ
ジ
タ
ル
化
が
進

み
、
漁
業
者
の
操
業
日
誌

作
成
等
の
簡
便
化
に
繋
が

る
。


科
学
的
デ
ー
タ
に
基
づ
い

た
資
源
利
用
が
可
能
と
な

り
、
水
揚
量
増
加
に
繋
が

る
。

資
料
⑥
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大
事
項
 

中
事
項
 

震
災
前
か
ら
現
在
ま
で
の
状
況
と
課
題
 

取
組
記
号
・
取
組
内
容
 

見
込
ま
れ
る
効
果
（
数
値
）
 

効
果
の

根
拠
 

操
業
・

生
産
に

関
す
る

事
項
 

（
保
護
区
、

サ
イ
ズ
規
制

等
に
よ
る
資

源
管
理
）


休
漁
に
よ
っ
て
増
加
し
た
資
源
の
持

続
的
利
用
が
必
要
で
あ
る
。


地
区
内
、
他
地
区
、
他
県
と
の
連
携

を
強
化
し
た
資
源
管
理
と
操
業
が
必

要
と
さ
れ
て
い
る
。

E 
（
共
通
）
 


水
揚
拡
大
協
議
会
に
お
い
て
、
資
源
管

理
に
つ
い
て
協
議
す
る
と
と
も
に
、
関

係
団
体
を
通
じ
て
県
内
他
地
区
（
相
馬

地
区
等
）
や
隣
県
と
の
連
携
体
制
を
構

築
す
る
。


相
馬
沖
底
船
が
水
深

10
0m

以
浅
を
保

護
区
、
い
わ
き
地
区
底
び
き
網
船
が
水

深
60
ｍ
以
浅
を
保
護
区
と
す
る
（
協

議
に
よ
り
決
定
）。


保
護
区
に
つ
い
て
は
、
資
源
状
況
を
踏

ま
え
、
水
揚
拡
大
協
議
会
に
お
い
て
利

用
も
検
討
す
る
。
ま
た
、
相
馬
沖
底
船

と
の
操
業
区
分
け
等
は
上
部
団
体
を
通

じ
て
調
整

 し
て
い
く
。


相
馬
沖
底
船
と
同
調
し
、
キ
チ
ジ
の
産

卵
期
を
禁
漁
に
設
定
す
る
。
い
わ
き
沖

に
つ
い
て
は
３
月
～
４
月
を
禁
漁
と
す

る
。

＊
今
後
、
資
源
状
況
等
を
踏
ま
え
て
、

他
の
魚
種
に
つ
い
て
も
検
討
す
る
。


必
要
に
応
じ
て
全
長
規
制
を
設
定
す
る

（
例

 
ヒ
ラ
メ
 
40

㎝
以
上
を
水
揚

げ
）。


相
馬
沖
底
船
と
操
業
海
域

を
区
分
す
る
こ
と
で
、
お

互
い
に
努
力
量
の
分
散
と

資
源
の
有
効
活
用
が
可
能

と
な
る
。

資
料
⑦
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大
事
項
 

中
事
項
 

震
災
前
か
ら
現
在
ま
で
の
状
況
と
課
題
 

取
組
記
号
・
取
組
内
容
 

見
込
ま
れ
る
効
果
（
数
値
）
 

効
果
の

根
拠
 

流
通
・

販
売
に

関
す
る

事
項
 

行
政
、
流
通

業
者
等
と
連

携
し
た
情
報

発
信
、
販
路

拡
大
 


水
揚
量
拡
大
に
伴
う
販
路
の
拡
大
に

は
、
県
等
の
行
政
、
流
通
業
者
（
卸

売
、
仲
買
、
加
工
業
者
）、

漁
業
者

が
一
体
と
な
っ
て
進
め
る
体
制
が
必

要
で
あ
る
。


販
路
の
拡
大
の
た
め
に
は
、
高
鮮
度

化
等
の
差
別
化
が
必
要
で
あ
る
。


震
災
前
は
「
常
磐
も
の
」
と
し
て
高

評
価
を
得
て
い
た
が
、
震
災
後
は
販

売
に
苦
慮
し
て
い
る
。


AL
PS

処
理
水
の
海
洋
放
出
に
よ
り
、

更
な
る
放
射
能
風
評
被
害
が
危
惧
さ

れ
る
。


鮮
度
向
上
や

PR
に
よ
り
競
争
力
を

高
め
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

 

F 

 行

政
や
仲
買
業
者
、
県
の
研
究
機
関
が

一
体
と
な
っ
た
水
揚
量
拡
大
、
販
路
拡

大
、
情
報
発
信
に
取
り
組
む
体
制
を
構

築
す
る
。
 


仲
買
業
者
の
要
望
に
応
じ
た
水
揚
げ
形

態
と
す
る
。


県
内
外
の
消
費
者
や
流
通
業
者
、
報
道

機
関
等
へ
説
明
会
・
イ
ベ
ン
ト
を
通
じ

て
情
報
を
発
信
す
る
。


福
島
県
に
よ
る
放
射
能
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
、
産
地
市
場
に
お
け
る
自
主
検
査
に

協
力
す
る
。

例
 

➢
既
存
の
科
学
的
デ
ー
タ
を
用
い
た
県
産
魚
介
類

の
美
味
し
さ
の

PR
（
ア
ナ
ゴ
、
ヒ
ラ
メ
等
）

➢
シ
ャ
ー
ベ
ッ
ト
氷
を
利
用
し
た
高
鮮
度
水
揚
げ

➢
活
魚
、
箱
詰
め
（
キ
チ
ジ
）
出
荷
、
未
利
用
魚

（
ア
カ
エ
イ
等
）
の
水
揚
げ
販
売
、
加
工
品
開

発
（
ア
ナ
ゴ
、
カ
ナ
ガ
シ
ラ
等
）

➢
産
地
市
場
に
消
費
者
団
体
等
を
招
い
て
検
査
体

制
等
の
説
明

➢
産
地
市
場
で
市
場
祭
り
を
開
催
し

PR
販
売
（
年

２
回
）

➢
首

都
圏

の
中

央
市

場
や

大
手

量
販

店
に

お
い

て
、
ポ
ス
タ
ー
、
パ
ン
フ
等
の
配
布
、
ア
ン
ケ

ー
ト
調
査
（
年
５
回
以
上
）

➢
首
都
圏
量
販
店
で

PR
販
売
（
15

店
舗
）

➢
W
EB

を
活
用
し
た
情
報
発
信


水
揚
量
の
拡
大
と
販
路
の

回
復
が
両
立
さ
れ
る
。


漁
獲
状
況
、
県
水
産
物
の

美
味
し
さ
、
資
源
管
理
の

取
組
み
等
の
情
報
を
付
加

す
る
こ
と
で
販
路
の
拡
大

に
繋
が
る
。


福
島
県
産
水
産
物
の
安
全

が
確
保
さ
れ
る
。


消
費
者
や
流
通
業
者
に
取

組
み
内
容
や
安
全
性
が
伝

わ
る
こ
と
で
、
消
費
の
拡

大
と
流
通
拡
大
に
繋
が

る
。

資
料
⑧
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（４）復興の取組内容と支援措置の活用との関係
① がんばる漁業復興支援事業
・取組記号 ：A～F

・事業実施者：福島県漁業協同組合連合会
・契約漁業者：いわき地区底びき網漁船 23隻
・実施年度 ：令和５年度～令和 10年度

契約漁業者名簿 

契約漁業者 船 名 船舶所有者 
総トン

数 
漁船登録番号 備考 

根本 和子 第八静丸 根本 和子 19.6 FS2-2820 沖底・既存船 

北郷 輝夫 三誠丸 北郷 輝夫 17.8 FS2-2673 沖底・既存船 

鈴木 廣 第五興洋丸 鈴木 廣 6.6 FS2-2310 小底・中古船 

吉田 久 第十二清幸丸 吉田 久 47.57 FS2-2775 沖底・既存船 

(株)矢吹漁業 第二十三常正丸 (株)矢吹漁業 19.0 FS2-3138 沖底・既存船 

新妻 敦 新栄丸 新妻 敦 14.0 FS2-2850 小底・既存船 

江川 章 第二十八新章丸 江川 章 12.0 FS2-3070 小底・既存船 

鈴木 稔 海龍丸 鈴木 稔 14.0 FS2-3201 小底・既存船 

新妻 武徳 第八熊野丸 新妻 武徳 6.6 FS2-3058 小底・既存船 

遠藤 洋 第十二稲荷丸 遠藤 洋 6.6 FS2-3038 小底・既存船 

阿部 秋芳 第 12 明丸 阿部 秋芳 9.7 FS2-3010 小底・新船 

鈴木 三則 第三仁洋丸 鈴木 三則 15.0 FS2-2965 沖底・中古船 

(株)恵比須丸漁業 第八恵比須丸 (株)恵比須丸漁業 14.0 FS2-2706 小底・既存船 

久保木 正一 昭政丸 久保木 正一 12.0 FS2-3000 小底・既存船 

大平 利子 第八宝運丸 大平 利子 8.5 FS2-2400 小底・既存船 

(株)カクタ漁業 太登丸 (株)カクタ漁業 8.5 未定 小底・中古船 

小野 昌勝 第五長生丸 小野 昌勝 6.6 FS2-2872 小底・既存船 

石井 實 第八長栄丸 石井 實 8.5 FS2-2988 小底・既存船 

伊藤 政明 政栄丸 伊藤 政明 6.6 FS2-3212 小底・既存船 

芳賀 文夫 共栄丸 芳賀 文夫 6.6 FS2-3131 小底・既存船 

渡邉 正躬 大鳥丸 渡邉 正躬 6.6 FS2-3158 小底・既存船 

牛渡 廣記 第二廣栄丸 牛渡 廣記 6.6 FS2-2878 小底・既存船 

渡邉 正 第三金長丸 渡邉 正 6.6 FS2-3137 小底・既存船 

13
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② その他関連する支援措置
取組 

番号 

補助事業、制度資金

等名 

復興の取組内容

との関係 

事業実施者 

（借受者） 

実施年

度 

A 

近代化資金 福島県漁業協同

組合連合会が取

り組むがんばる

漁業復興支援事

業実施のための

漁船建造及び取

得に係る資金 

阿部 秋芳 

（第 12明丸） 

鈴木 三則 

（第三仁洋丸） 

（中古船） 

(株)カクタ漁業 

（太登丸） 

（中古船） 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

令和７ 

年度 

F 

福島県産水産物競争

力強化支援事業 

福島県産の水産

物の販路拡大の

取組に対する支

援 

福島県漁業協同

組合連合会 

いわき市漁業協

同組合 

小名浜機船底曳

網漁業協同組合 

令和５

年度～ 

F 

ふくしまの漁業の魅

力・体感発信事業 

福島県の漁業と

水産物に関する

情報発信に対す

る支援 

  同上 同上 

（５）取組のスケジュール
① 漁業復興計画工程表

取組 
記号 取組内容 

令和 
5 年度 6 年度 7 年度 8 年度 9 年度 10 年度 

A 新船・中古船導入 

A 安全性の向上 

B 
漁業担い手の確保・育成 

C 水揚拡大協議会 

D 
ICT の導入による資源管

理の高度化 

E 
保護区、サイズ規制等に

よる資源管理 

F 
行政、流通業者等と連携

した情報発信、販路拡大 

14
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② 復興の取組による波及効果
・新船建造により、若い漁業後継者が将来の漁業継続に向けて希望を

持って就業することができる。また、中古船導入に伴い船頭を後継

者に承継し、経営形態を法人へ移行することで、将来への漁業継続

や新規就業者の確保が期待される。

・いわき地区の沿岸漁業において、地区全体に占める水揚量の割合が

大きい底びき網漁業が率先して水揚拡大に取り組むことで、地元仲

買業者や小売店における取扱量が増加し、地域全体の復興の気運が

高まることが期待される。

・仲買業者等と協議しつつ、計画的に水揚量を拡大することで、仲買

業者の設備投資や人員確保も計画的に実施することが可能となる。

・これまで、各船が個別に操業していたが、本事業の取り組みによ

り、参加船が一体となった計画的な水揚量拡大が可能となる。さら

に、勿来地区が参加することで、いわきの全地区が参加することと

なり、いわき地区が一体となった操業体制が構築できる。これによ

り効果的な資源管理による資源水準の維持、地域の流通業者の要望

に応じた水揚量拡大が可能となり、地域水産業の復興の加速化が期

待される。さらに、地域漁業復興協議会や水揚拡大協議会にて様々

な意思決定を組織的に行うことが可能となる。

・水揚量が増えることで、本格操業に向けた流通体制の見直しや強化

が図られ、震災前の水揚水準に回復した場合の対応が可能となる。

・底びき網の取り組みが、小型船など地区全体の復興の取り組みに波

及することが期待される。

15
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４ 漁業経営の展望 
 新船・中古船導入による生産基盤の強化と就労環境の改善によって、若
い漁業者が将来に渡り漁業を継続することが期待される。さらに地区が一
体となって安全性の向上や漁業担い手確保に取り組むことで、高齢船や高
齢の漁業者も漁業の継続が可能となる。 
 一方、水産資源は、震災後の休漁によって増加し、いわき地区において
は比較的高い水準が維持されている。この資源を研究機関と連携し、保護
と水揚量拡大を科学的に管理することで、震災前のような努力量を投入せ
ずに水揚量の拡大が可能となる。さらに、行政や仲買業者等と連携し、計
画的な水揚量拡大と販路拡大を行うことで、震災前の 50％以上の水揚量と
流通が実現される。水揚量が震災前の 50％以上に回復すれば、本格操業へ
向けて次の段階となり、具体的な移行時期が見え、漁業者や仲買業者の将
来設計が可能となり復興の加速化に繋がる。 

（１）いわき地区底びき網漁業における生産回復の目標

（２）生産回復の評価

震災前（平成 22 年）の水揚量である 1,950 トン（23 隻換算）に対し

て、段階的に水揚量を拡大し、事業開始から３年目に 51％（987 トン）

に、５年目に 62％（1,208 トン）に回復させることにより、本格的な操

業への移行を確実なものにできる。 

（単位：水揚量はトン）

現在

（R３漁期） １年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目

水揚日数 138 102 110 114 114 118 122

曳網回数／１航海 3 1.2 1.2 1.3 1.4 1.5 1.6

水揚量（トン） 1,950 733 817 917 987 1,095 1,208

魚種別内訳

ヒラメ・カレイ類 371 139 155 174 187 208 229

タラ類 192 72 81 90 97 108 119

アナゴ類 97 36 41 46 49 54 60

アンコウ 60 23 25 28 30 34 37

イカ類 239 90 100 112 121 134 148

タコ類 506 190 212 238 256 284 314

甲殻類 9 3 4 4 5 5 6

貝類 31 12 13 15 16 17 19

その他 445 167 186 209 225 250 276

＊震災前は23隻に換算

＊タラ類、貝類は令和3年の水揚げが無かったので計画値を0とした。

震災前の

状況

復興計画

16



17 

（３） 底びき網漁業における収支の状況（底びき網 23隻）
Ａ 水揚量を 50％以上に回復する取組における１隻当たりの収支

       （単位：水揚量はトン、その他は千円）

震災前の状況 現在

平成22年 令和3年 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

収入

収入合計 29,686 12,725 16,155 15,921 17,137 19,012 20,974

水揚量 84.8 31.9 38.8 39.9 42.9 47.6 52.5

水揚高 29,686 12,725 16,155 15,921 17,137 19,012 20,974

その他の収入 0 0 0 0 0 0 0

経費
経費合計（減価償却費除く）

既存船・中古船 21,991 16,927 19,348 18,768 19,180 19,724 20,293

新船 20,049 19,723 20,113 20,546

人件費 7,638 11,435 13,273 11,964 11,964 11,964 11,964

燃料費 7,145 1,938 2,195 2,915 3,154 3,500 3,861

修繕費

既存船・中古船 2,277 1,315 1,418 1,272 1,272 1,272 1,272

新船 600 600 600 600

漁具費 0 0 0 0 0 0 0

氷代 554 125 154 156 168 187 206

保険料

既存船・中古船 812 589 603 581 591 571 547

新船 1,912 1,451 1,411 1,353

公租公課

既存船・中古船 644 54 28 40 51 32 19

新船 662 406 253 138

販売経費 1,995 764 969 955 1,028 1,141 1,258

その他経費 926 707 708 885 952 1,057 1,166

減価償却費

既存船・中古船 2,192 1,800 1,259 1,919 2,733 1,975 1,447

新船 31,079 49,727 29,836 17,902

利益

既存船・中古船 7,695 -4,202 -3,193 -2,847 -2,043 -712 681

新船 -4,128 -2,586 -1,101 428

償却前利益

既存船・中古船 9,887 -2,402 -1,934 -928 690 1,263 2,128

新船 26,951 47,141 28,735 18,330

復興計画
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Ｂ 水揚量を 50％以上に回復する取組における 23隻合計の収支 

（単位：水揚量はトン、その他は千円）

震災前の状況 現在

平成22年 令和3年 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

収入

収入合計 682,771 292,670 290,886 366,193 394,147 437,275 482,400

水揚量 1,950 733 699 917 987 1,095 1,208

水揚高 682,771 292,670 290,886 366,193 394,147 437,275 482,400

その他の収入 0 0 0 0 0 0 0

経費
経費合計（減価償却費除く）

既存船・中古船 500,874 389,309 348,275 429,778 439,231 451,771 464,911

新船 391,306 399,580 412,785 426,566

人件費　 175,674 263,005 238,914 275,172 275,172 275,172 275,172

燃料費 164,335 44,574 39,510 67,045 72,542 80,500 88,803

修繕費合計 52,371 30,245 25,524 28,584 28,584 28,584 28,584

既存船・中古船 52,371 30,245 25,524 27,984 27,984 27,984 27,984

新船 600 600 600 600

漁具費 0 0 0 0 0 0 0

氷代 12,742 2,875 2,772 3,588 3,864 4,301 4,738

保険料合計 18,676 13,547 10,854 14,694 14,453 13,973 13,387

既存船・中古船 18,676 13,547 10,854 12,782 13,002 12,562 12,034

新船 1,912 1,451 1,411 1,353

公租公課合計 14,812 1,242 504 1,542 1,528 957 556

既存船・中古船 14,812 1,242 504 880 1,122 704 418

新船 662 406 253 138

販売経費 40,966 17,560 17,453 21,972 23,649 26,237 28,944

その他経費　 21,298 16,261 12,744 20,355 21,896 24,311 26,818

減価償却費合計 50,416 41,400 22,662 73,297 109,853 73,286 49,736

既存船・中古船 50,416 41,400 22,662 42,218 60,126 43,450 31,834

新船 31,079 49,727 29,836 17,902

利益

既存船・中古船 181,897 -96,639 -57,389 -63,585 -45,084 -14,496 17,489

新船 -25,113 -5,433 24,490 55,834

償却前利益

既存船・中古船 232,313 -55,239 -34,727 -21,367 15,042 28,954 49,323

新船 5,966 44,294 54,326 73,736

復興計画
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【Ａの算定の根拠】 

〇震災前の状況  

・参加船 23隻の平成 22年（１月～12月）平均値とした。

・経費については、震災により流出を逃れた 11隻の平均値とした。

〇現状値

・参加船 23隻の令和３年９月～令和４年６月の平均値とした。

〇復興計画  ＊新船は、復興計画２年目に１隻導入の予定。 

＊中古船は、復興計画２年目に２隻、３年目に１隻導入の予定。 

・水揚量：現状値を基に毎年の生産回復（復興計画書 資料編 P16参照）水揚量とし

た。 

・水揚額：現状値の平均単価 399円/kgを水揚量に乗じた。

・人件費：現状値とした。

船主船頭については、職務別船内配分（持ち分）により算出。令和４年の

増員も加味し算出した。 

・燃料費：１日当たりの燃油使用量（令和３年１月～令和３年 12月）に毎年の生産回

復目標（復興計画書 資料編 P16参照）及び燃油単価を乗じて算出した燃

油単価（A重油）は直近単価＠86.4円の 10％増とした。また、軽油を使用

する勿来地区５隻及び沼之内地区１隻の燃油単価（軽油）は直近単価＠

97.7円の 10％増とした。 

 86.4円/ℓ×110％＝95円/ℓ（A重油） 

 復興１年目（A重油使用 18隻） 

210ℓ／日・隻×110日×95円/ℓ  

97.7円/ℓ×110％＝107円/ℓ（軽油） 

復興 1年目（軽油使用勿来地区５隻） 

197ℓ/日・隻×110 日×107 円/ℓ 

２年目以降は水揚量の増加率を乗じた。 

・修繕費：現状値とした。ただし、新船については、造船所からの聞き取り数値とし

た。 

・漁具費：材料を購入し、乗組員が漁具を制作しているため、０とした。材料費は消

耗品に計上した。 

・保険料：現状値に毎年の減を見込んだ。ただし、新船については、予定建造価格を

基に毎年の減を見込んだ。中古船については、漁船保険からの聞き取り数

値を基に毎年の減を見込んだ。  

・公租公課：現状値に毎年の減を見込んだ。ただし、新船については、予定建造価格

を基に算出した。中古船については、予定購入船価を基に算出した。 

・販売経費：いわき市漁業協同組合 販売規定による水揚額の６％とした。

・氷代  ：現状値の 125千円を基に水揚量の増に比例して増加させた。 

・その他経費の内訳

消耗費（漁具材料費）

現状値の 707千円を基に水揚量の増に比例して増加させた。 

・減価償却費：現状値に毎年の減を見込んだ。ただし、新船については、予定建造価格

に係る償却費（５年定率）とした。中古船については、予定購入船価に

係る償却費（５年定率）とした。 

19
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（参考）漁業復興計画の作成に係る地域漁業復興プロジェクト活動状況 

実施時期 協議会・部会 活動内容・成果 備考 

令和４年10月12日 作業部会 復興計画素案打ち合わせ 

10月14日 いわき地区底びき網部会 事業説明、参加者、素案協議 

10月27日 作業部会 取組概要説明、コア会議設置 

11月17日 福島県地域漁業復興協議会 計画概要説明 

11月21日 作業部会 資料編作成協議 

11月24日 作業部会 担い手確保協議 

12月７日 コア会議（代表者会議） 取組内容協議 

12月21日 コア会議（代表者会議） 計画案協議 

令和５年１月17日 作業部会 計画案共有 

１月24日 いわき地区底びき網部会 計画案協議及び承認 

２月２日 コア会議（代表者会議） 計画案修正協議 

２月２日 作業部会 計画案修正協議 

２月16日 コア会議（代表者会議） 計画案修正協議 

２月21日 福島県地域漁業復興協議会 計画案協議及び承認 

４月14日 いわき地区底びき網部会及

び現地調査 

計画案協議 

令和６年３月26日 コア会議（代表者会議） 計画変更協議 

４月23日 いわき地区底びき網部会 計画変更案協議及び承認 

４月25日 福島県地域漁業復興協議会 計画変更案協議及び承認 

令和７年７月８日 いわき地区底びき網部会 計画変更案協議及び承認 

７月18日 福島県地域漁業復興協議会 計画変更案協議及び承認 
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福島県地域漁業復興プロジェクト
漁業復興計画書（変更②）

（いわき地区底びき網部会）

〔 資料編 〕
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福島県地域漁業復興プロジェクト漁業復興計画の概要（1/2）
（いわき地区底びき網部会）

背景と現状

1. 東日本大震災と原発事故により、施設等が大きな被害を受け、沿岸漁業は操業自粛を余儀なくされた。

2. 平成25年から試験操業に取り組み、徐々に水揚量を拡大してきたが、令和３年の水揚量は震災前の24％（底
びき網全船）。

3. 令和３年３月末で試験操業は終了。各漁協においてロードマップを作成し、課題を解決しつつ水揚量を拡大す

る本格操業への移行期間となった。
4. 比較的若い漁業者もいるが、少子高齢化や震災で先が見えない状況が続いたことから、乗組員不足が続い

ている。個人的に募集を行ってきたが、地域として組織的な担い手確保・育成が必要とされている。

5. 人員不足や船の老朽化により安全性、生産性の低下が危惧される。
6. 操業自粛によって地域の資源量は高位にあり、持続的利用に向け、地域が一体となった操業体制の構築が

必要とされている。

7. これまでの風評対策により、販路は震災前に戻りつつあるが、ALPS処理水の海洋放出があれば、風評の顕
在化が危惧される。

1. 高齢船の更新、既存船を含めた地域全体の安全性、生産性の向上。
2. 組織的な漁業担い手の確保・育成。
3. 地区が一体となった操業体制の構築。
4. 計画的な水揚量拡大。
5. 資源の持続的利用。
6. 風評払拭、販路の拡大。

課 題

3ロードマップイメージ
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新船や中古船、機器の導入により、生産性や安全性、作業性を向上させるとともに、漁協を中心とした地域全体で漁業担い
手の確保・育成に取り組む、また、参加者が一体となった操業体制を構築し、県の研究機関と連携した科学的データに基づき
関係地区との連携を強化し、増加した水産資源の持続的利用を図る。さらに、行政、仲買業者等と連携した情報発信や販路
拡大に取り組む。これにより、５年後の水揚量を震災前の50％以上に回復させ、水産業の復興を確実なものにするとともに、
将来にわたり、水産業を核とした地域産業の持続化を図り、更に相馬沖底船の取組と連携して福島県全体の水産業復興を
加速させる。

コンセプト

○ 生産基盤の安定的な確保
・新船・中古船導入及び安全性の向上
新船１隻、中古船３隻を導入。全船に救命筏を設置、AIS（船舶自動識別装置）   
を導入、AEDを設置する。

・漁業担い手の確保・育成
漁協が中心となり、乗組員確保のための募集広告、セミナー、
トライアル研修等を実施する。

○ 研究機関と連携した資源管理
・参加船が一体となった操業体制の構築、行政や研究機関、漁協、流通業者と
連携した計画的な水揚拡大
水揚拡大協議会を設置し、生産量回復計画の進行を管理する。
・ICTの導入による資源管理の高度化
代表船へICTの試験的導入と講習会を通じて地域全体へ拡充する。
・保護区、サイズ規制等による資源管理
保護区の設定やサイズ規制により資源管理に取り組む。

○ 行政、流通業者等と連携した情報発信、販路拡大
・流通業者と連携して需要に応じた水揚形態の検討
船上箱詰め等による高鮮度化で差別化を図る。
関係団体を通じて、相馬地区沖底の取組と連携する。

・イベントやSNS、メディア等を活用した安全安心、美味しさ等の情報発信
市場祭り等開催、YouTube、各種メディア等を通じて情報発信する。

＜操業・生産に関する事項＞ ＜流通・販売に関する事項＞

福島県地域漁業復興プロジェクト漁業復興計画の概要（2/2）
（いわき地区底びき網部会）

取 組 内 容

福島県漁連の動画サイト漁業担い手の確保・育成
（震災後に着業した若い後継者）
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（2,076,131千円）（525,158千円）

  沿岸漁業は、いわき市漁協、小名浜機船底曳網漁協の所属船が営んでいる。
  いわき市漁協の令和４年末の組合員数は290名（平成22年456名）、小名浜機船底曳

網漁協は51名（平成22年は55名）。
 沖合底びき網船7隻、小型底びき網船19隻、小型船165隻（令和４年末）。
 底びき網や船びき網、刺し網、かご、採貝等が盛ん。
 平成22年の属地水揚量は6,086トン、2,076百万円。
 令和3年の水揚量は1,103トンで、平成22年の約18%。

いわき地区の漁法別水揚量と水揚金額（属地）福島県の海岸図 5

いわき地区沿岸漁業の概要

県水産資源研究所

相馬双葉漁協

相馬双葉漁協
富熊支所

いわき市漁協久之浜支所

四倉支所

沼之内支所

江名町支所

小浜支所

勿来支所

小名浜機船底曳網漁協

いわき地区
（いわき市）

県水産事務所

県水産海洋研究
センター

福島県漁連
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• 平成23年３月の東日本大震災による地震と津波により、水産関係施設や漁船などに甚大な被害。
• 福島県全体の水産関係施設の被害額は82,363百万円。

荷捌施設（小名浜、沼之内） 岸壁に打上げられた漁船

平成23年3月撮影

• 震災前の生産、流通体制へ戻すため、課題を整理し水揚量の拡大に取り組んでいる。 6

冷蔵施設

いわき地区の概要（施設等の復旧）

荷捌施設（小名浜 平成27年３月 沼之内 平成29年４月） 冷凍施設（平成27年３月）漁船（平成25年 ８月）
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いわき地区底びき網漁業の概要

特 徴

◆ 沖底：許可の内容により福島県沖のみ、または茨城～福島県沖
で操業。

◆ 小底：基本的には福島県沖での操業。ただし、茨城県との相互
入会許可（知事許可） により茨城県沖でも操業する船がある。

◆ 主に水深100ｍより浅い海域で操業。対象種によっては、水深
500ｍ前後まで操業。

操 業

乗組員 ： 沖底3～5名、小底２～３名
水揚日数 ： ３～４日／週
曳網回数    ： １航海当たりの曳網回数２、３回～最大12回
水揚港  ：   拠点としている漁港
操業時間 ： 地域の状況に応じて次のとおり

• 午前１時頃出港し、一昼夜操業して翌日の朝に販売するパターン
• 午前１時頃出港し、夕方まで操業して翌日に販売 〃
• 早朝に出港し、昼毎まで操業して当日の午後に販売 〃

震災後の変化
操業海域   ： 福島県沖のみ、浅海域中心
乗組員  ： １名程度減少した船が多い
水揚日数 ： ３日／週 前後
曳網回数 ： 概ね１回／１航海
操業時間 ： 早朝に出港し、午前中に入港して当日販売

◆ 沖合底びき網7隻、小型底びき網18隻、相馬双葉漁協所属小型底びき網１隻、合計26隻。
◆ 開口板を使用した一艘による底びき網。
◆ 参加船の内、沖合底びき網船15トン～47トン。小型底びき網船6.6トン～14.0トン。

漁法の模式図

沖合底びき網船(47.57トン） 小型底びき網船（6.6トン） 開口板（小底）

操業海域のイメージ

：震災前

：震災後

茨城県境



◆ いわき地区では、平成25年10月から試験操業に取り組んできた。

◆ 主な水揚げ魚種は、震災前はヤナギダコ、マダラ、マアナゴ等、震災後はヒラメ・カレイ類、キアンコウ、マアナゴ等。

◆ 震災後の水揚量は年々増加してきたが、近年の伸びは緩やか。

◆ 令和３年の水揚量は838トンと平成22年（3,558トン）の24％に留まっている。

主な魚種、水揚量、水揚金額 （１月－12月）
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いわき地区底びき網漁業の水揚量推移
（属地 沖底＋小底）

いわき地区底びき網漁業の概要（水揚げ）

ヒラメ キアンコウ ムシガレイ

魚種名 数量(Kg) 金額(千円) 魚種名 数量(Kg) 金額(千円)

ヤナギダコ 749,459 139,165 ヒラメ 138,991 91,704

マダラ 339,975 25,175 キアンコウ 88,753 13,941

マアナゴ 175,922 70,311 ムシガレイ 73,131 10,050

スルメイカ 153,166 30,037 マアナゴ 68,762 41,075

マガレイ 148,195 50,156 ヤリイカ 59,309 27,620

ミズダコ 144,378 42,747 その他の魚類 51,454 24,788

ヤリイカ 137,810 43,213 ヤナギムシガレイ 48,796 27,448

ジンドウイカ 134,928 42,971 ヤナギダコ 46,675 8,341

ヒラメ 133,102 104,308 カナガシラ 35,436 1,266

アオメエソ属 120,551 107,137 ニベ類 31,085 3,825

その他 1,320,587 475,775 その他 195,282 54,898

合計 3,558,072 1,130,995 合計 837,673 304,956

平成22年 令和3年

ヤナギダコ マダラ マアナゴ
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いわき地区底びき網漁業の概要（参加者の概要）

図１ 乗組員の年齢構成

（船頭＋乗組員 74名）

表３ 参加船の乗組員数（船頭＋乗組員（船頭以外））

表１ 参加船のトン数等

◆ 参加船は沖合底びき網船５隻、小型底びき網船18隻、合計23隻。総トン数は6.6～47.75トンの範囲である（表１）。

◆ 令和７年９月より新船１隻、中古船３隻、既存船19隻の予定（表１）。

◆ 半数以上（12隻）は、船頭が60歳以下もしくは漁業後継者がいる（表２）。

◆ 乗組員数は船頭を含めて２～６人。多くは３人以下となっている（表３）。

◆ 乗組員（船頭＋乗組員）の38％は60歳以下である（図１）。

◆ 船齢は39％が41年以上となっている（図２）。

＊ 表１～３、図１～２の数値は令和7年9月（予定）

図２ 参加船の船齢構成
(23隻）

表２ 参加船の船頭年齢及び後継者有無

トン数（トン） 許可 拠点港 所属漁協 船齢

19.6 沖底 久之浜 いわき市 49

17.8 沖底 久之浜 いわき市 49

6.6 小底 久之浜 いわき市 37

47.57 沖底 久之浜 いわき市 45

19.0 沖底 沼之内 いわき市 29

14.0 小底 久之浜 いわき市 41

12.00 小底 久之浜 いわき市 35

14.0 小底 久之浜 いわき市 25

6.6 小底 久之浜 いわき市 35

6.6 小底 久之浜 いわき市 35

9.7 小底 久之浜 いわき市 1

15.0 沖底 四倉 いわき市 36

14.0 小底 四倉 いわき市 48

12.0 小底 沼之内 いわき市 37

8.5 小底 沼之内 いわき市 50

8.5 小底 沼之内 いわき市 5

6.6 小底 小名浜 小名浜機船底曳網 41

8.5 小底 久之浜 相馬双葉 37

6.6 小底 勿来 いわき市 38

6.6 小底 勿来 いわき市 30

6.6 小底 勿来 いわき市 28

6.6 小底 勿来 いわき市 41

6.6 小底 勿来 いわき市 41

計
沖底

小底

５隻

18隻

船頭の年齢 隻数 内後継者有無 隻数

有り 4

無し 1

有り 7

無し 11

12

11

23

60歳以下 5

61歳以上 18

計

船頭が60歳以下もしくは後継者有り

船頭が61歳以上後継者無し

種別 2人 3人 4人 5人 6人 計

沖合底びき網 0 2 2 0 1 5

小型底びき網 5 9 3 1 0 18

計 5 11 5 1 1 23

（隻）
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福島県における底びき網漁業の配置

底びき網漁業の配置

県水産資源研究所

相馬双葉漁協

相馬双葉漁協
富熊地区

いわき市漁協久之浜支所

四倉支所

沼之内支所

江名町支所

小浜支所

勿来支所

小名浜機船底曳網漁協

いわき地区
（いわき市）

県水産事務所

県水産海洋研究
センター

福島県漁連

福島県

宮城県

茨城県

相馬地区沖底23隻

小底１隻

沖底３隻、小底７隻

沖底１隻 小底１隻

沖底１隻、小底３隻

沖底２隻、小底１隻

小底６隻中５隻、（令和６年９月～）

所属漁協 拠点とする
地区

主な水揚地 沖底 小底

相馬双葉漁
協

相馬原釜 松川浦 23隻

富熊 久之浜 １隻

いわき市漁協 久之浜 久之浜 ３隻 ７隻

四倉 沼之内 １隻 １隻

沼之内 沼之内 １隻 ３隻

勿来 勿来 ６隻中５隻

小名浜機船
底曳漁協

小名浜 小名浜 ２隻 １隻

合計 30隻 19隻

内がんばる漁
業参加者

相馬地区沖合底びき網部
会

23隻

いわき地区底びき網部会 ５隻 18隻

いわき地区がんばる漁業参加船

所属漁協、拠点等

相馬地区がんばる漁業参加船
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底びき網対象種の資源調査

福島県水産資源研究所

• 震災後、操業自粛によって、多くの資源は増加（大型化も含め）したが、現在は、魚種によっては減少に転じているもの
がある。

• 漁業者は、漁獲成績書や操業日誌等の操業データ、漁協からの統計データを提供。
• 国や県は調査船調査や市場調査及び、漁業者から提供を受けたデータを基に解析し、漁業者に結果を提供。
• 漁業者は、提供された科学的データを基に資源の適切な利用方法を協議しつつ、水揚量の拡大に取り組む。

漁業者

・操業データ（操業日誌全船）
位置情報、曳網回数・時間、
魚種別漁獲量

・水揚量
漁協統計
 漁獲成績書

・操業データ、水揚量の集計
・調査船調査
・市場調査（魚体測定等）

TAC魚種等の資源解析

TAC魚種等の
データ

漁獲成績書

県の研究機関

資源解析

国、水産研究所

調査船調査等

資源評価、漁場別の利用状況・資源状況、資
源管理方法などの情報

データ提供

漁場の利用状況

• 漁獲圧の分散（漁場の計画的な利用）
• 保護区の設定と資源状況に応じた利用
• 漁獲サイズの設定

資源管理の高度化



資料①ー１ 取組内容（A） 新船導入・中古船導入及び安全性の向上
（生産基盤の安定的な確保）

（新船）

➢ 新船１隻を建造する。
➢ 新船導入により修繕費を削減する。
➢ AIS、エアコン、監視モニター、テレビ、トイレを設置する。
➢ 冷海水装置を導入する。
(中古船導入）

➢ 第三仁洋丸12.6トンは他県の沖底船15トンの中古船を導入し、小底から沖底に変更する。
➢ 第五興洋丸19トンは令和６年９月に沖底船から（第12明丸の新船建造9.7トンにより）小底中古船

6.6トンに変更する。
➢ 太登丸8.5トンは令和７年９月に他県の小底中古船8.5トンを導入する。

◆ 高船齢化（平均船齢37.4年）が進んでいるが、参加船23隻の内、19隻は機関換装等により生産性を維持してきた。
◆ 新船建造を希望する船もあるが、船価の高騰や造船所の空きがないことから新船建造が進んでいない。
◆ 今回、参加船の内１隻について新船建造が可能となった。本船は若い漁業後継者がおり、魅力ある漁業とするため、安全性や

生産性、居住性の向上が望まれている。

◆ 既存船については、乗組員不足による安全性の低下や高齢者も居ることから、安全性向上のための設備導入が急務と
なっている。

（新船）

 船齢が引き下げられる。
船齢 34年（令和4年）→４年（令和10年）

 修繕費の削減 1,167千円（令和３年）→ 600千円
 安全性、作業性が向上する。また、就労環境が改善される。
 鮮度が保持される。

12

現状と課題

取 組

効 果

(共通）

➢ 救命筏、AIS（船舶自動識別装置）、AEDを設置する。
➢ 機器等の使用や安全操業について、定期的に講習会を開催する。

（共通）
 安全操業が可能となる。
 就労環境の改善により、乗組員の確保に繋がる。



資料①ー２ 取組内容（A） 新船導入・中古船導入及び安全性の向上
（生産基盤の安定的な確保）

新船の大きさ等の変更
：補助事業期間（新船タイプ）

＊ 復興計画取組は、全船令和5年9月～令和10年8月の5年間

新船建造と事業実施期間
：補助事業期間（既存船タイプ）

令和６年漁期（9月）から操業開始

第三仁洋丸（12.6トン）小型底びき網 昭和56年建造 中古船導入（15.0トン）沖合底びき網 昭和63年建造

中古船導入（旧第12明丸6.6トン）小型底びき網 昭和63年建造第五興洋丸（19.0トン）沖合底びき網 昭和54年建造 13

全長

(m)

全幅

(m)

深さ

(m)

総トン数

(トン)

既存船 14.05 3.52 0.94 6.6

新船 15.40 3.75 1.50 9.7
第12明丸

年 タイプ別隻数 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月

令和5年漁期 既存船18隻
新船建造

新船１隻

既存船22隻

新船１隻

既存船22隻

令和6年漁期

令和7年漁期



資料①ー３ 取組内容（A） 新船導入・中古船導入及び安全性の向上
（生産基盤の安定的な確保）

令和７年漁期（9月）から操業開始

太登丸（8.5トン）小型底びき網 昭和58年建造

14中古船導入（8.5トン）小型底びき網 令和２年建造

➢ 中古船には、既存船に搭載されていなかった、海水冷却装置、海
水電解殺菌装置、トイレ等の設備が備え付けられており、漁獲物
の高鮮度化や就労環境の改善が期待される。



名称 設置機器 ＮＯ 効果

操舵室 監視モニター ① 安全性向上

機関室等 カメラ ② 安全性向上

操舵室 ＡＩＳ
（船舶自動識別装置）

③ 安全性向上

操舵室 エアコン ④ 就労環境の改善

船室 テレビ ⑤ 就労環境の改善

トイレ ⑥ 就労環境の改善

魚艙 冷海水装置 ⑦ 鮮度向上

（新船） 新設機器一覧

資料 ②
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資料② 取組内容（A） 新船導入及び安全性の向上
（生産基盤の安定的な確保）

冷海水装置

①、②、③、④

⑥

⑤

監視モニター エアコン

AIS搭載のメリット
• 他船の進路変更等を把握

• レーダーでは探知が困難な場合に
も、他船の探知が容易

• 他船が変速等の情報をリアルタイ
ムに把握

• 他船に自船の進路、船名等を容易
に認識させることができる

• 海上交通センターでは、AIS搭載船

舶の動静を把握し、個別の注意喚
起や各種情報を提供

AED

安全操業に関する講習会

救命筏

AIS導入促進事業等を活用

AIS
万が一の事故、病気への対応

⑦

（共通）
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資料③ 取組内容（B） 漁業担い手の確保・育成
（生産基盤の安定的な確保）

◆ 震災後は、乗組員が減少し、生産性が低下している。
◆ 慢性的に後継者が不足している。
◆ 個別に乗組員の募集をしている船もあるが確保に苦慮している。地域全体で漁業担い手の

確保・育成に取り組む必要がある。

➢ 漁協が中心となり、関係機関と連携していわき地区全体で漁業担い手の確保・育成
に取り組む。

• 人材確保のためのPRサイトを開設
• ポスター、パンフレット、動画等をハローワーク、高校等へ掲示、配布
• 定期的に就業者相談会、説明会を開催
• 漁業就業希望者に対してトライアル研修を実施
• 全国漁業就業者確保育成センターと連携し、県外から就業者を募集

 乗組員の確保に繋がる。
 地域水産業の安定に繋がる。

・漁業者
・漁業者
・漁業者

乗組員募集情報

漁業就業者育成センター
ハローワーク
高校

行 政

・就業希望者
・就業希望者
・就業希望者・研修の実施

・希望者受入

・募集情報
・ポスター、パンフの掲示
・WEB等で漁業の紹介
・セミナー開催

現状と課題

取 組

効 果

ポスター

・協力
・補助金等支援

セミナー

イメージ イメージ

イメージ

動画等による漁業の紹介

県漁連

（共通）

福島県次世代漁業人材育成確保
支援事業等を活用

漁 協



資料 ⑤
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資料④ 取組内容（C） 水揚拡大協議会
（研究機関、流通業者と連携した資源管理）

◆ 各船が船主・船頭の判断により、操業海域、曳網回数等を決めている。
◆ 震災後、長期の操業自粛によって、多くの魚種で資源が増加しており、いわき沖は比較的高位で推移している。
◆ 将来にわたり、現在の資源水準を維持しながら、水揚量を増加させるには科学的データに基づいた操業とそれを管理するための組織体制を

新たに構築する必要がある。

➢ 水揚拡大協議会を設置し、生産量回復目標を設定する。
➢ 底びき網部会が中心となり、操業日数、曳網回数等の具体的な操業計画を策定する。
➢ 毎月の拡大協議会で、県の水揚状況報告や資源解析結果を基に生産量回復計画の

進行管理を行う。

（共通）

◆生産量回復目標の達成のため、前月までの漁獲状況
から、翌月の操業計画を策定
（操業海域、配船、曳網回数、操業日数等）

◆ 23隻を船の機動力、季節や漁獲対象種等に応じて、
配船することを試験的に実施

◆ 操業日誌、デジタル操業日誌（代表船）により、
資源解析に必要なデータを入力

（日時、操業場所、曳網回数、水深、魚種別漁獲量等）

操 業

◆ 水揚量解析
◆ 密度分布解析（操業日誌）
◆ 水揚物の全長等の測定（市場調査）
◆ ICT導入による海況、漁場形成情報解析
◆ 調査船調査（稚魚の発生、加入状況）

行政、研究機関、漁協、流通業者等の意見を反映しながら、協議し決定する。
操業計画

水揚拡大協議会

水揚状況、資源解析等漁
業
者

行政・研究機関

操業データ
水揚データ

現状と課題

取 組

◆ 需要が高い魚種、サイズ、必要量
◆ 必要とする水揚げの形態（鮮魚、活魚、船上箱詰め等）
◆ 販路の確保、拡大

流通業者

科学的データ

販路拡大、風評対策

関係団体を通じて、相馬地区や隣県と連携協議

・操業海域、保護区、資源管理等

全国底曳網漁業連合会
福島県機船底曳網漁業組合連合会



② 現状（令和３年９月～令和４年６月）

① 平成２２年の水揚量 ③ 生産量回復目標と達成のための操業試算

総水揚日数 ２，３５３日/２３隻

総曳網回数 ２，７２８回/２３隻

平均水揚日数 １０２日/年・隻

平均曳網回数 １．２回/日・隻

水揚量 ７３３トン

平均 ２６９kg/１曳網

いわき地区底びき合計 ３，５５８トン

参加船23隻 １，９５０トン
50% ９７５トン

資料 ⑩

－参考－
令和３年の操業実績（１曳網当たりの水揚量２６９kg）を基
に各事業年の操業日数、曳網回数から水揚量を試算
（例） R5年（１年目）
８１７トン≒２６９ｋｇ×1.2回×110日×２３隻

資料 ⑥
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資料⑤ 取組内容（C） 生産量回復計画の目標と管理
（研究機関、流通業者と連携した資源管理）

平成22年１，９５０トン（参加船23隻）
CPUEは、令和3年漁期の269ｋｇ/1曳網を参考に設定。

＊ 水揚日数、曳網回数は実績を見て随時見直しする。

生産量回復目標

効 果

 水揚拡大に向けた操業体制が構築され、生産回
復目標である震災前比50％以上の達成が堅実な
ものとなり、流通拡大に繋がる。

震災前50%

年間水

揚日数

曳網

回数

日／隻 回/日隻

震災前　 H22.1ｰH22.12 1,950 - 138

基準年　 R3.9-R4.6 733 38% 102 1.2

計画1年目 R5.9-R6.6 817 42% 110 1.2

計画2年目 R6.9-R7.6 917 47% 114 1.3

計画3年目 R7.9-R8.6 987 51% 114 1.4

計画4年目 R8.9-R9.6 1,095 56% 118 1.5

計画5年目 R9.9-R10.6 1,208 62% 122 1.6

年 期間
水揚量

(トン)
H22比



資料⑥ 取組内容（D） ICTの導入による資源管理の高度化
（研究機関、流通業者と連携した資源管理）

◆ 震災前は代表船が、震災後は全船が操業日誌を記録し、県の研究機関がとりまとめて、年単位で資源状況等の情報提供を受けて
いた。

◆ 漁場の利用や資源状況に応じた操業をより効果的に行うためには、ICTを活用した迅速なデータ集積と解析が必要である。
◆ より効率的に操業を行うためには、漁獲情報や海況情報など、科学的データに基づいた操業が必要である。

➢ 代表船にタブレット機器を導入し、デジタル操業日誌に操業等情報を入力、研究機関に提供する。
➢ 研究機関で、数か月単位で資源等のデータをとりまとめ、水揚拡大協議会で情報提供を受ける。
➢ 水揚拡大協議会において科学的データを基に操業計画を策定し、水揚目標を設定する。
➢ タブレット等を活用し、調査船調査結果等を参考に漁場を選定する。

資源状況

漁業者
・データのとりまとめ、解析

 漁業のデジタル化が進み、漁業者の操業日誌作成等の簡便化に繋がる。
 科学的データに基づいた資源利用が可能となり、水揚量増加に繋がる。

（共通）
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タブレット等の端末 ・操業、漁獲データ等
・海況データ（底水温等）

研究機関等

連携してシステムを構築

・解析結果の提供
・漁海況情報の提供
・調査船調査結果提供

水温情報

現状と課題

取 組

効 果

ICT導入試験



資料⑦ 取組内容（E） 保護区、サイズ規制等による資源管理
（研究機関、流通業者と連携した資源管理）

◆ 休漁によって増加した資源の持続的利用が必要である。
◆ 地区内、他地区、他県との連携を強化した資源管理と操業が

 必要とされている。

➢ 水揚拡大協議会において、資源管理について協議するとともに、関係団体を
 通じて県内他地区（相馬地区等）や隣県との連携体制を構築する。

➢ 相馬沖底船が水深100m以浅を保護区、いわき地区底びき網船が水深
60ｍ以浅を保護区とする（協議により決定）。

➢ 保護区については、資源状況を踏まえ、水揚拡大協議会において利用も
 検討する。また、相馬沖底船との操業区分け等は上部団体を通じて調整
 していく。

➢ 相馬沖底船と同調し、キチジの産卵期を禁漁に設定する。
＊ いわき沖については３月～４月を禁漁とする。
＊ 今後、資源状況等を踏まえて、他の魚種についても検討する。

➢ 必要に応じて全長規制を設定する（例 ヒラメ 40㎝以上を水揚げ）。

 相馬沖底船と操業海域を区分することで、お互
いに努力量の分散と資源の有効活用が可能と
なる。

（共通）
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現状と課題

取 組

効 果

ヒラメ自主サイズ規制の監視

相馬地区底び
き網漁業者

いわき地区

隣県底びき網
団体

福島県機船底曳網漁業組合連合会

全国底曳網漁業連合会

行政
県の研究機関

各機関の連携体制

いわき市

いわき地区底びき網
保護区
（水深60m以浅）

相馬地区底びき網
保護区
（水深100m以浅）

水深100m
水深60m

沖底禁止線

小底禁止線

保護区の概要



資料 ⑪資料 ⑩
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資料⑧ 取組内容（F） 行政、流通業者等と連携した情報発信、販路拡大

現状と課題

取 組

船上箱詰め販売

効 果

放射能自主検査、情報発信
（産地市場）

市場祭り等によるPR

量販店との連携販売

◆ 水揚量拡大に伴う販路の拡大には、県等の行政、流通業者（卸売、仲買、加工業者）、
漁業者が一体となって進める体制が必要である。

◆ 販路の拡大のためには、高鮮度化等の差別化が必要である。
◆ 震災前は「常磐もの」として高評価を得ていたが、震災後は販売に苦慮している。
◆ ALPS処理水の海洋放出により、更なる放射能風評被害が危惧される。
◆ 鮮度向上やPRにより競争力を高めることが必要である。

➢ 行政や仲買業者、県の研究機関が一体となった水揚量拡大、販路拡大、情報発信に
取り組む体制を構築する。

➢ 仲買業者の要望に応じた水揚げ形態とする。
➢ 県内外の消費者や流通業者、報道機関等へ説明会・イベントを通じて情報を発信する。
➢ 福島県による放射能モニタリング、産地市場における自主検査に協力する。

例：・水産研究・教育機構の科学的データを用いた県産魚介類の美味しさのPR（アナゴ、ヒラメ等）
・シャーベット氷を利用した高鮮度水揚げ
・活魚、箱詰め（キチジ）出荷、未利用魚（アカエイ等）の水揚げ販売、加工品開発（アナゴ、カナガシラ等）
・産地市場に消費者団体等を招いて検査体制等の説明
・産地市場で市場祭りを開催しPR販売（年２回）
・首都圏の中央市場や大手量販店において、ポスター、パンフ等の配布、アンケート調査（年５回以上）
・首都圏量販店でPR販売（15店舗）
・WEBを活用した情報発信

 競争力を高めることで販売拡大に繋がる。
 種々の販売形態を持つことにより、需要に応じた販売が可能となり価格向上に繋がる。
 加工による付加価値向上や販促イベントにより販路拡大に繋がる。
 消費者や流通業者に県産水産物の魅力や安全性が伝わることで、消費の拡大と流通拡大に繋がる。

（共通）

シャーベットアイスの活用 活魚施設

加工品（常磐アナゴ）

未利用魚の販売
（アカエイ）
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